
 

＜許可を要する雨水浸透阻害行為の
 

１．「宅地等」にするために行う土地の形質の変更 

 

            耕地        宅地 
 

２．土地の舗装 

 

            耕地        駐車場 
 

３．排水施設を伴うゴルフ場，運動場の設置 

 

            林地        運動場 
 
４．ローラー等により土地を締め固める行為 

   

              原野        資材置場 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

二つの条件を満たせば事前協

議の準備の必要があります。

縮尺 1/2,500以上の図面をもとに
判別してください 
 
土地利用区分 18種です。 
（土地利用の区分はＰ５～Ｐ７参

 

現況及び計画の土地利用毎の面積

様式－１、２に記入します。［P３

雨水浸透阻害行為面積を算定します

雨水浸透阻害行為面積が

1,000m2以上ですか？ 

様式－３を記入し、雨水浸透阻害

集計します    ［P４参照］

土地利用毎の面積を集計します 

計画土地利用を判別します 

現況土地利用を判別します 

●事業エリアが 1,000m2 以上です
か？ 
●特定都市河川流域の鶴見川流域内
での行為ですか？ 

確認する事項 

 
議 

いいえ 

許可申請不要です。 

 
※

９条許可申請の準備をしてください。

はい 

 

 

 

1 
事前協

雨水浸透阻害行為について（要約版）
具体例＞ 
雨水浸透阻害行為面積の整理
土地利用を

照） 

を集計し，

参照］ 

行為面積を

 

都市計画法第 29 条（開発行為の許可）や宅地

造成等規制法第 8条（宅地造成に関する工事の

許可）等の許可申請を不要とするものではあり

ません 
050223 版



 

◆ １ 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 ◆

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○現況と

土地利用

と面積を

別し、集

す。 
現況地形図
○現況の各土地利用を判別する。

事業エリア 2650m2 

 エリア No1 
（宅地）300 ㎡ 

エリア No3 
（畑）600 ㎡ 

表－１ 現況土地利用面積表 （単位 m2） 

宅地 
NO 
宅地 道路 

林地・耕地
原野他 

計 

1 300 － － 300 
 
現況土地利用
 2 － 50 － 50 

3 － － 600 600 

4 － － 800 800 

5 － － 900 900 

計 300 50 2300 2650

注）未舗装道路は宅地に含まれる 

表－２ 計画土地利用面積表 （単位 m2） 

宅地 
NO
宅地 道路 

駐車場 

（舗装） 
運動場 計 

1 300 － － － 300
2 － 50 － － 50 

3 － － 600 － 600

エリアNo4 
（畑）800㎡ 

エリアNo2 
（未舗装道路）
50㎡ 

エリアNo5 
（林地）900㎡ 

用 

エリア No3 
（駐車場）600 ㎡

エリア No1 
（宅地）300 ㎡ 

計画の

の区分

各々判

計しま
計画土地利
ＳＴＥＰ
ＳＴＥＰ２
4 － － － 800 800

5 900 － － － 900

計 1200 50 600 800 2650

エリアNo4 
（グランド）
800㎡ 

エリアNo2 
（道路）50㎡ 

エリアNo5 
（宅地）900㎡ 
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現況土地利用 

エ リ ア
Ｎｏ 
宅地 

1 300 

2  

3  

4  

5  

  

  

  

小計 300 

小計２ 

合計 

  

 

 

 

計画土地利用 

エ リ ア
Ｎｏ 
宅地 

1 300 

2  

3  

4  

5 900 

  

  

小計 1200 

小計２ 

合計 

  

 

○計画

表－２

宅地 

○現

表－

◆ ３ 
ＳＴＥＰ
   様式－１ 

宅地等 
舗装された土
地

その他土地からの流出雨水量を増加

させるおそれのある行為に係る土地
左記以外の土地 

池沼 水路 ため池 

道 路
（ 法 面
を有し
ないも
のに限
る。） 

道 路
（ 法 面
を有す
るもの
に 限
る。） 

鉄道線
路 （ 法
面を有
しない
ものに
限る。）

鉄道線
路 （ 法
面を有
するも
のに限
る。） 

飛行場
（ 法 面
を有し
ないも
のに限
る。） 

飛行場
（ 法 面
を有す
るもの
に 限
る。） 

コンクリー
ト等の不
浸透性の
材料によ
り覆われ
た 土 地
（ 法面 を
除く） 

コンクリー
ト等の不
浸透性の
材料によ
り覆われ
た法面

ゴルフ場
（ 雨 水 を
排除する
ための排
水施設を
伴うもの）

運動場その

他これに類

す る 施 設

（雨水を排

除するため

の排水施設

を伴うもの

に限る。） 

ローラー
その他こ
れに類す
る建設機
械を用い
て締め固
められた
土地 

山地 

人工的
に造成
された
植生に
覆われ
た法面

林 地 、 耕

地、原野そ

の他ローラ

ーその他こ

れに類する

建設機械を

用いて締め

固められて

いない土地

                 

   50              

                600

                800

                900

              

              

              

0 0 0 50 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

350 0 0 

2650 

             

   

宅地等 
舗装された土
地

その他土地からの流出雨水量を増

させるおそれのある行為に係る土

池沼 水路 ため池 

道 路
（ 法 面
を有し
ないも
のに限
る。） 

道 路
（ 法 面
を有す
るもの
に 限
る。） 

鉄道線
路 （ 法
面を有
しない
ものに
限る。）

鉄道線
路 （ 法
面を有
するも
のに限
る。） 

飛行場
（ 法 面
を有し
ないも
のに限
る。） 

飛行場
（ 法 面
を有す
るもの
に 限
る。） 

コンクリー
ト等の不
浸透性の
材料によ
り覆われ
た 土 地
（ 法面 を
除く） 

コンクリー
ト等の不
浸透性の
材料によ
り覆われ
た法面

ゴルフ場
（ 雨 水 を
排除する
ための排
水施設を
伴うもの）

運動場その

他これに類

す る 施 設

（雨水を排

除するため

の排水施設

を伴うもの

に限る。） 

ローラ

その他

れに類

る建設

械を用

て締め

められ

              

   50           

         600     

              

             

              

              

0 0 0 50 0 0 0 0 0 600 0 0 800 0 

1250 600 800 

2650 

             

道路 

駐車場

の土地利用（様式－２） 

より計画の土地利用の区分と面積を各々判別し、集計します。 

場 

未舗装道路 

況の土地利用（様式－1） 

1より現況の土地利用の区分と面積を各々判別し、集計します。 

3 
   林地・耕地・原野

   

   

0 0 2300

2300 

 （単位：ｍ２） 

様式－２ 

加

地 
左記以外の土地 

ー

こ

す

機

い

固

た

山地 

人工的
に造成
された
植生に
覆われ
た法面

林 地 、 耕

地、原野そ

の他ローラ

ーその他こ

れに類する

建設機械を

用いて締め

固められて

いない土地

   

   

   

   

   

 

宅地
800

 運動
 様式－３ 

①欄に記入
   

   

0 0 0 

0 

（単位：ｍ２） 

 

  様式－３ 

②欄に記入



 

 ○雨水浸透阻害行為前後の土地利用集計（様式－３） 

様式－１，様式－2より雨水浸透阻害行為面積の算定をします  

 

行為前後の土地利用集計表     様式－３

土地利用区分 ①欄 様式-１ ②欄 様式－2 ③欄 ④欄 参考 

現況土地利用

面積（ｍ２）①

計画土地利用面

積（ｍ２）② 

面積差 

（ｍ２） 

雨水浸透阻害行為の該当面積 土地利用区分 

様式－１（１）

小計１の欄

様式－１（２） 

小計１の欄 
②－① 

③欄が（＋）の場合、原則該当。 

該当の場合面積（ｍ２）を記入 

流出係数
備考 

宅地 300 1200 900 900 0.9 

池沼   0 0 1 

水路   0 0 1 

ため池   0 0 1 

道路（法面を有しないものに限る。） 50 50 0 0 0.9 

道路（法面を有するものに限る。）   0 0 加重平均

鉄道線路（法面を有しないものに限る。）   0 0 0.9 

鉄道線路（法面を有するものに限る。）   0 0 加重平均

飛行場（法面を有しないものに限る。）   0 0 0.9 

飛行場（法面を有するものに限る。）   0 0 加重平均

宅地等 

小計 350 1250 900 900  

宅地等の
区分同士
の増減は
対象と し
ない。 

コンクリート等の不浸透性の材料により

覆われた土地（法面を除く。） 
 600 600 600 0.95  

コンクリート等の不浸透性の材料により

覆われた法面 
  0 0 1  

舗装された土

地 

小計 0 600 600 600   

ゴルフ場（雨水を排除するための排水施

設を伴うものに限る。） 
  0 0 0.5  

運動場その他これに類する施設（雨水を

排除するための排水施設を伴うものに

限る。） 

 800 800 800 0.8  

ローラーその他これに類する建設機械を

用いて締め固められた土地 
  0 0 0.5  

その他土地か

らの流出雨水

量を増加させる

おそれのある

行為に係る土

地 

小計 0 800 800 800   

山地    0.3  

人工的に造成され植生に覆われた法面    0.4  

林地、耕地、原野その他ローラーその他

これに類する建設機械を用いて締め固

められていない土地 

2300  -2300 0.2  

上記に掲げる

土地以外の土

地 

小計 2300 0 -2300 

 

  

合計  2650 2650 0 2300   

     （－）の欄は記載不要   

        

④欄の合計
値

2300       

 1,000ｍ２以上の場合、申請の対象     

 

 

 

 

 

 

 

解説 

 

上記ケースでは事業エリア 2650m2に対し，現況で宅地等面積（宅地 300m2，道路 50m2

＝350m2）を除いた 2300m2 が雨水浸透阻害行為面積となり，1000m2 を越えることか

ら許可申請が必要となります． 
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土地利用の判別方法（1/3） 

      土地利用形態 流出係数 定義 判別方法（例） 留意事項

①宅地 

 

 

 

 

 

0.90 宅地は、次に掲げる建物（工作物を含む。以下同

じ。）の用に供するための土地をいうものであり、

土地登記簿に記載された地目を参考に判断するこ

と。 

イ 現況において、建物の用に供している土地。

ロ 過去において、写真及び図面等で建物の用に

供していたことが明らかな土地。 

ハ 近い将来に宅地として利用するため、造成さ

れている土地。 

課税地目で「宅地」と表示されて

いる土地は宅地と判断する（証明書

等添付） 

 

宅地は住宅の屋根面積の他に庭等も含めた一団を

もって宅地と判断する 

 

②池沼 

 

 

1.00 

 

常時又は一時的に水面を有する池沼をいう 

 

土地登記簿謄本で「池沼」と表示

されている土地は池沼と判断する

（証明書等添付） 

池沼の範囲は、池沼を形成する連続した斜面，壁面

（直接流出となるエリア）の頂上までの範囲，及び貯

留に供する土堤等がある場合はそれら施設敷地一体

を含めた範囲とする． 

 

 

③水路 

 

 

 

1.00 常時又は一時的に水面を有する水路をいう 

 

土地登記簿謄本で「運河用地」「用

悪水路」「井溝」と表示されている

土地は水路と判断する．（証明書等

添付） 

 

水路の範囲は、水路を形成する連続した斜面，壁面

（直接流出となるエリア）の頂上までの範囲とする．

 

④ため池 

 

1.00 常時又は一時的に水面を有するため池をいう 

 

土地登記簿謄本で「ため池」と表

示されている土地はため池と判断

する． 

（証明書等添付） 

 

ため池の範囲は、ため池を形成する連続した斜面，

壁面（直接流出となるエリア）の頂上までの範囲，及

び貯留に供する土堤等がある場合はそれら施設敷地

一体を含めた範囲とする． 

⑤道路（のり面を有しないもの） 

⑥道路（のり面を有するもの） 

 

 

 

 

 

 

■法面を有しないもの0.90 

■法面（コンクリート等の不浸透性の材料

により覆われた法面の流出係数は1.00、

人工的に造成され植生に覆われた法面の

流出係数は 0.40 とする．）及び法面以外

の土地（流出係数は 0.90 とする.）の面

積により加重平均して算出される値 

一般の交通の用に供する道路（高架の道路及び軌

道法（大正１０年法律第７６号）に規定する軌道を

含む。）をいうものであり、当該道路の敷地の範囲

を含むこと。なお、道路法（昭和２７年法律第１８

０号）に規定する道路かどうかを問わないこと。 

 

土地登記簿謄本で「公衆用道路」

と表示されている土地は道路と判

断する（道路法による道路であるか

否かは問わない）．（証明書等添付） 

 

道路用地は路肩から路肩までの範囲の他，歩道，植

樹帯，道路付帯施設が含まれる．なお,法面は別途区

分し整理が必要. 

 

宅地等 

⑦鉄道線路（のり面を有しないもの） 

⑧鉄道線路（のり面を有するもの） 

 
 

 

 

 

■法面を有しないもの0.90 

■法面（コンクリート等の不浸透性の材料

により覆われた法面の流出係数は1.00、

人工的に造成され植生に覆われた法面の

流出係数は 0.40 とする．）及び法面以外

の土地（流出係数は 0.90 とする.）の面

積により加重平均して算出される値 

鉄道線路とは鉄道の敷地のうち、線路の敷地の範

囲（高架の鉄道を含む。）をいうこと。なお、操

車場は鉄道線路には含まないこと。 

 

現況の地形図における土地利用

から判断する．（撮影年月日記入の

写真添付） 

 

鉄道用地は駅舎，付属施設及び路線の敷地全てが含

まれる．なお,法面は別途区分し整理が必要. 

 

駐車場（舗装） 
 

庭 

登記簿謄本の一筆（宅地） 

対象範囲

歩道 車道 

道路の範囲 

歩道 

対象範囲 
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土地利用の判別方法（2/3） 

土地利用形態 流出係数 定義 判別方法（例） 留意事項

宅地等 ⑨飛行場（のり面を有しないもの） 

⑩飛行場（のり面を有するもの） 

 

 

 

 

■法面を有しないもの0.90 

■法面（コンクリート等の不浸透性の材料

により覆われた法面の流出係数は1.00、

人工的に造成され植生に覆われた法面の

流出係数は 0.40 とする．）及び法面以外

の土地（流出係数は 0.90 とする.）の面

積により加重平均して算出される値 

飛行場は空港、ヘリポート等（飛行場の外に設置

された航空保安施設の敷地を含む。）をいうこと。

 

現況の地形図における土地利用

から判断する（撮影年月日記入の写

真添付） 

 

飛行場用地は飛行場滑走路，誘導路，過走帯，駐機

場，ターミナル施設等の敷地が含まれる．但し,法

面とは区分し整理. 

⑪舗装された土地 

 

 

 

 

 

0.95 コンクリート等の不透水性の材料で覆われた土

地（のり面は含まず）をいう． 

 

 

申請者は被覆状況を図面で判断

することが困難な場合は，現地調査

による土地の被覆から判断する（撮

影年月日記入の写真添付） 

 

 舗装された土地 

⑫不透水性材料により覆われた法面 

 

 

 

 

 

 

1.00 道路等ののり面がコンクリート等の不透水性の

材料で覆われている土地をいう． 

 

 

申請者は被覆状況を図面で判断

することが困難な場合は，現地調査

による土地の被覆から判断する（撮

影年月日記入の写真添付） 

 

 

⑬ゴルフ場（雨水を排水するための排水

施設を伴うもの） 

 

 

 

 

0.50 排水施設の設置目的から、ゴルフ場の敷地のすべ

てではなく、当該排水施設の集水範囲の対象となる

区域の土地をいうこと 

 

現況の土地利用と排水平面図等 

から判断する． 

 

①「雨水を排水するための排水施設」がない場合は，

この区分の対象とならない． 

②ゴルフ場敷地の内，排水施設に集水される範囲が対

象となる． 

 

その他土地からの

流出雨水量を増加

させるおそれのあ

る行為に関わる土

地 

⑭運動場（雨水を排水するための排水施

設を伴うもの） 

 

 

 

 

 

 

 

0.80 運動場の敷地のすべてではなく、当該排水施設の

集水範囲の対象となる区域の土地をいうこと。 

 

現況の地形図の土地利用から判

断する（撮影年月日記入の写真添

付） 

 

①「雨水を排水するための排水施設」がない場合は，

この区分の対象とならない． 

②グランド敷地の内，排水施設に集水される範囲が対

象となる． 
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土地利用の判別方法(3/3) 

土地利用形態 流出係数 定義 判別方法（例） 留意事項

その他土地からの

流出雨水量を増加

させるおそれのあ

る行為に関わる土

地 

⑮ローラーで締め固められた土地 

 

 

 

 

 

 

0.50 運動場、資材置き場、未舗装駐車場、鉄道の操車

場等、目的を持って締め固められ、建築物が建築で

きる程度又は通常車両等が容易に走行できる程度

に締め固められた土地（排水施設が設置されたゴル

フ場・運動場等を除く）をいい、単に整地がなされ

た土地及び捨土又は十分に締め固められていない

盛土がなされた土地等は含まないこと。 

ただし、公園の芝生広場等、整備の施工段階で一

旦締め固められた土地であっても、十分耕起が行わ

れることによって、整備後、通常車両等が容易に走

行できる程度までは締め固められていない状態と

なっているものは、締め固められた土地には該当し

ないものであること 

現地調査や過去の履歴による土

地の締め固め状況から判断する（撮

影年月日記入の写真添付） 

 

 

締め固められた土地の判断は、現地調査を基本とす

るが、宅地内の未舗装道路は、宅地に含まれることに

留意する。 

 

 

 

⑯山地 

 

 

 

 

 

 

 

0.30 平均勾配が１０％以上の土地（山地，林地・原野）

をいうこと 

 

・他の区分（①～⑮，⑰，⑱-1,⑱

-2）以外の土地で平均勾配 10％

以上の土地 

 

平均勾配の設定は，エリア内の地形図で，一つの斜

面を構成するエリアを設定．次にその斜面の最大標高

と最小標高を直線で結ぶ平均勾配を算出し判断する．

 

⑰人工的に造成され植生に覆われた法

面 

 

 

 

 

 

0.40 人工的に造成され植生に覆われたのり面をいう． 

 

現地調査による土地の被覆から判

断する 

（撮影年月日記入の写真添付） 

 

 

⑱―1林地，原野 

 

 

 

 

 

 

0.20 平均勾配が１０％未満で、一体的に林又は草地等

を形成している土地（山地，林地・原野）をいうこ

と。 

 

・他の区分（①～⑮，⑰，⑱-2）

以外の土地で平均勾配 10％未満

の土地 

 

平均勾配の設定は，エリア内の地形図で，一つの斜

面を構成するエリアを設定．次にその斜面の最大標高

と最小標高を直線で結ぶ平均勾配を算出し判断する．

 

上記土地利用以外

の土地 

⑱-2耕地 

 

 

 

 

 

 

0.20 耕作の目的に供される土地（水田（灌漑中である

か否かを問わない。）を含む。）をいうこと。 

 

・課税地目（土地登記簿謄本）で

「田」「畑」と表示されている土

地（証明書等添付）であるもの

は耕地と判断する． 

・上記で判断できない場合は地形

図の土地利用から判断する（撮

影年月日記入の写真添付）． 

 

 



参考 

 

■雨水浸透阻害行為の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■雨水浸透阻害行為として許可（申請）対象となる行為 

宅地
池沼・水路
・ため池

道路 鉄道線路 飛行場
ｺﾝｸﾘｰﾄ
（法面除く）

ｺﾝｸﾘｰﾄ
（法面） ゴルフ場

※ 運動場※
締め固めら
れた土地

山地 植生法面
林地、耕
地、原野

宅地 法９① 法９① 法９① 法９① 法９① 法９①

池沼・水路
・ため池

法９① 法９① 法９① 法９① 法９① 法９①

道路 法９① 法９① 法９① 法９① 法９① 法９①

鉄道線路 法９① 法９① 法９① 法９① 法９① 法９①

飛行場 法９① 法９① 法９① 法９① 法９① 法９①

ｺﾝｸﾘｰﾄ
（法面除く）

法９② 法９② 法９② 法９② 法９② 法９②

ｺﾝｸﾘｰﾄ
（法面）

法９② 法９② 法９② 法９② 法９② 法９②

ゴルフ場
※ 法９③

令７①
法９③
令７①

法９③
令７①

法９③
令７①

運動場※
法９③
令７①

法９③
令７①

法９③
令７①

法９③
令７①

締め固め
られた土地

法９③
令７②

法９③
令７②

法９③
令７②

山地

植生法面

林地、耕
地、原野

※：雨水を排除するための排水施設を伴うものに限る。

従前の土地利用

行
為
後
の
土
地
利
用

別表４（別表１～３以外）別表３（その他）別表２（舗装）別表１（宅地等）

宅地等における行為は、法第９条で定める
行為に該当しないため、許可（申請）対象外

令第６条第２
号、法第９条た
だし書きにより、
舗装された土地
における行為
は、許可（申請）
対象外

法第９条各号に定める行為に該当
しないため、許可（申請）対象外

令第７条第１号
に該当しないた
め、許可（申請）
対象外

令第７条第１項第２号除外規
定により、許可（申請）対象外

 



 

 
雨水浸透阻害行為の許可申請

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

省令第６条 雨水浸透阻害行為の許可の申請参照 

 

■雨水浸透阻害行為    申請書(省令第６条第１項、別記様式第１)

 

■計画説明書及び計画図（省令第６条第２項～第４項） 

 

■添付図書（省令第８条） 

①行為区域位置図（1/50,000 以上）（省令第８条第２項） 

②行為区域図（1/2,500 以上）（省令第８条第３項） 

③対策工事の計画が政令第８条第１項に規定する技術的基準に適合す

ることを証する書類 

１）行為前後の流出係数算定結果 ：別紙１例示参照 

（土地利用区分毎の流出係数とその面積で加重平均し算出） 

※流出係数は、国土交通省告示（５～7頁参照） 

  ２）行為前後の各時間（10分）毎流出雨水量算定結果 

    （省令第10条第２項により算出）：別紙3例示参照 

    ※計算に必要な基準降雨（政令第８条）は、指定に合わせ、東

京都知事、横浜・川崎両市長が公報により公示 

     ［基準降雨として公示予定の雨量は、別紙２参照］ 

  ３）対策工事としての雨水貯留浸透施設の規模（浸透施設も可） 

    ※貯水面積、水深、オリフィスサイズ、貯水量など  

別紙４例示参照 

  ４）雨水貯留浸透施設によって行為前雨水流出量最大値まで抑制可

能なことを証明する計算結果：別紙５例示参照 

（計算方法）：特定都市河川浸水被害対策法施行に関するガイドライン

第４章第１節第１０項参照 

（対策量の概算）別紙6例示参照 

許可 
協議 

申請書類の作成 
（対策工事の計画含む） 

申   請 

審査 

許  可 
 

 
雨水浸透阻害行為を伴う工事の実施 
及び対策工事の実施 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

工事完了検査 

標識の設置 

法第
申請内容の変更には再度申請・許可が必要です。 

（法第 16条） 

（但し、工事着手及び完了予定日の変更は届出で可。）
17条 
 対策工事により設置された雨水貯留浸透施設の

機能を損なうおそれのある行為（法第 18 条）

を行う場合は許可が必要です。 
 

 

 

 

工事完了（対策工事ではなく雨水浸透阻害

行為に関する工事完了時） 

→ 届出書（省令第 16条、別記様式第２）

を提出 
申  請



■別紙１ 行為前後の流出係数算定結果（例） 

 

条件：様式－３（Ｐ４）の雨水浸透阻害行為面積 0.23ha，集水面積 0.265ha に基づき，行為前

後の流出係数を算出します。 

 算定結果→行為前流出係数０．２９２，行為後０．８８１となります 
雨水浸透阻害行為面積

ではなく対策工事の集

水面積で計算(0.265ha)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

■別紙２ 基準降雨（公示予定） 

                            確率 1/10 降雨表 

 

時 分
降雨量
（mm/h）

時 分
降雨量
（mm/h）

時 分
降雨量
（mm/h）

時 分
降雨量
（mm/h）

0 0－10 2.8 6 0－10 4.8 12 0－10 69.6 18 0－10 4.6

10－20 2.9 10－20 4.9 10－20 42.4 10－20 4.5

20－30 2.9 20－30 5.0 20－30 31.4 20－30 4.5

30－40 2.9 30－40 5.1 30－40 25.3 30－40 4.4

40－50 3.0 40－50 5.2 40－50 21.3 40－50 4.3

50－60 3.0 50－60 5.4 50－60 18.5 50－60 4.2

1 0－10 3.0 7 0－10 5.5 13 0－10 16.5 19 0－10 4.1

10－20 3.1 10－20 5.6 10－20 14.9 10－20 4.1

20－30 3.1 20－30 5.8 20－30 13.6 20－30 4.0

30－40 3.1 30－40 6.0 30－40 12.5 30－40 3.9

40－50 3.2 40－50 6.1 40－50 11.6 40－50 3.9

50－60 3.2 50－60 6.3 50－60 10.9 50－60 3.8

2 0－10 3.3 8 0－10 6.5 14 0－10 10.2 20 0－10 3.8

10－20 3.3 10－20 6.7 10－20 9.7 10－20 3.7

20－30 3.3 20－30 7.0 20－30 9.2 20－30 3.7

30－40 3.4 30－40 7.2 30－40 8.7 30－40 3.6

40－50 3.4 40－50 7.5 40－50 8.3 40－50 3.6

50－60 3.5 50－60 7.8 50－60 8.0 50－60 3.5

3 0－10 3.5 9 0－10 8.2 15 0－10 7.7 21 0－10 3.5

10－20 3.6 10－20 8.5 10－20 7.4 10－20 3.4

20－30 3.6 20－30 9.0 20－30 7.1 20－30 3.4

30－40 3.7 30－40 9.4 30－40 6.9 30－40 3.3

40－50 3.7 40－50 9.9 40－50 6.6 40－50 3.3

50－60 3.8 50－60 10.6 50－60 6.4 50－60 3.2

4 0－10 3.9 10 0－10 11.2 16 0－10 6.2 22 0－10 3.2

10－20 3.9 10－20 12.1 10－20 6.0 10－20 3.2

20－30 4.0 20－30 13.0 20－30 5.9 20－30 3.1

30－40 4.0 30－40 14.2 30－40 5.7 30－40 3.1

40－50 4.1 40－50 15.6 40－50 5.6 40－50 3.1

50－60 4.2 50－60 17.4 50－60 5.4 50－60 3.0

5 0－10 4.3 11 0－10 19.8 17 0－10 5.3 23 0－10 3.0

10－20 4.3 10－20 23.1 10－20 5.2 10－20 3.0

20－30 4.4 20－30 27.9 20－30 5.1 20－30 2.9

30－40 4.5 30－40 35.9 30－40 4.9 30－40 2.9

40－50 4.6 40－50 52.2 40－50 4.8 40－50 2.9

50－60 4.7 50－60 116.0 50－60 4.7 50－60 2.8

 

 

 

 

 

 

 



■別紙３ 行為前後の各時間（10 分）毎流出雨水量算定結果（例） 

 

＜計算方法＞ 

合理式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

流入量－時間関係グラフ（例）
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10:00～14:00 まで表示（ピーク付近）

行為前

A
360
1
・ｆ・ｒ・�Q  

       Ｑ：流量（m3/s） 

       ｆ：流出係数（別紙１参照） 

       ｒ：降雨強度（mm/h）（10 分毎の降雨量：

       Ａ：集水面積（ha）（別紙１参照） 

 

   行為前 2.00.116292.0
360
1

����Q

   行為後 .00.116881.0
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����Q
行為後の流出雨水量の最大値 0.0752m3/s 
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の流出雨水量の最大値 0.0249ｍ3/ｓ 

別紙２参照） 

0249.065 � m3/s 

0752.0265 � m3/s 



■別紙４ 対策工事としての雨水貯留浸透施設の規模 

 

■対策工事の計画図（イメージ）  

 

1.0ｍ   

○グランドの地下に容量 90m3の地下調整池を設置する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          

 

地下調整池断面図                水位容量曲線 

 

 

 

 

 注）雨水浸透施

 

 

地下調整池断面図                水位容量曲線 

 

 

 

 

 注）雨水浸透施

 

      地下調整池諸元表 

地下貯留 

V=90m3 

地下貯留

 

 

 

 
  

  

  

  

              

地下調整池の水位容量曲線

0.6

0.8

1.0

1.2

Ｈ
　
ｍ

  

  

  

  
V=90m3
オリフィス 
φ110mm 

設の採用も可能 設の採用も可能 

0.0

0.2

0.4

0 20 60 80 100 120

調整池容量V　ｍ3

水
位

40



■別紙５ 雨水貯留浸透施設によって行為前雨水流出量最大値まで 

明する計算結果（例） 

紙３の例示では、行為前最大流出雨水量Ｑ＝0.0249m3/s に対し、行為後はＱ＝0.0752m3/s とな

ています。よって、雨水貯留浸透施設の設置により、行為前のＱ＝0.0249m3/s 以下に放流量を

えることが必要であり、それを証明する資料を作成することとなります。（以下の例示を参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調整池容量計算方法＞ 

（基本：厳密法）特定都市河川浸水被害対策法ガイドラインより 

○貯留規模の算定 

調整池容量は流入量Ｑinと流出量Ｑout との差分を 

抑制可能なことを証

別

っ

抑

 0.

 

 
0.000

0 0 0 0 0 0 0 0

 

 

＜

貯留する． 

)())(()()( tQoutQptQtQouttQin
dt
dV

�����  

○放流量の算定（自然放流方式の場合） 

 Ｄ     ：  

 1.2Ｄ＜Ｈ(t)＜1.8D：H=1.2D，H=1.8D の Qout を 

直線近  

 H(t)≧1.8D    ：

 Ｈ≦1.2
3/21/2 )(a' tHcQout ・・�

 

似

Ｑin

Ｑout 
Ｄ 

Ｈ 

調整池容量計算は，Ｑout が行為前

の最大流出量Ｑ＝0.025m3/s 以下に

なるような調整池諸元を繰り返し

計算し求めたもの 

 )
2
1)((2a DtHgcQout �� ・・  

ここに，Qin(t)：調整池への流入量(m3/s)，Qout(t)：調整池からの放流量(m3/s)，Qt：行為区域か

（m3），C,C’：放流口の流量係数 c=0.6，c’=1.8，a：放流口
断面積(㎡)，H(t)：調整池の水位(m)，D：放流口の径(m)，ｔ：計算時刻（s） 

 

らの流出雨水量（m3/s），V:調整池の貯留量

の

流量ハイドログラフ（例）
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行為後流入量

許容放流量

調節後放流量

調節前のピーク流量 0.0752m3/s 

（行為後の流出雨水量の最大値） 

調節後のピーク放流量 0.0244m3/s 

許容放流量 0.0249m3/s 

（行為前の流出雨水量の最大値） 

 



 

■別紙６ 対策量の概算（早見表：1.

 

早見表：1.0ha 当たりの対策量（浸透対策なし）

0ha 当たりの必要対策量） 

 

例えば、別紙１の例示より求めた行為前流出係数 0.29、行為後流出係数 0.88 を

3

下表に当てはめ，貯留対策量を読み取ると 1.0ha 当たりの必要対策量は貯水量

=330m となります。 

例示での集水面積が 0.265ha ですので，必要対策量は 0.2 3 3

となります。 
 

65ha×330m /ha＝88m

 

行為後の流出係数（集水面積の平均値） 

注 対策規模が最小に近い値となる貯水池の諸元で整理しており，実

各々設置される貯水池の面積や水深、オリフィスの形状に合わせ

て

＜対策規模の算定条件＞ 

項 目 計算条件 

 

 

 

 

 

 開

 
前
 
流
 出
 係

 

 

 

 

 

～0.40 ～0.45 ～0.50 ～0.55 ～0.60 ～0.65 ～0.70 ～0.75 ～0.80 ～0.85 ～0.90

～0.20 90 120 150 190 220 260 300 340 390 430 480

～0.25 90 120 150 170 210 240 280 320 350 390

～0.30 80 110 140 170 200 230 260 290 330

～0.35 80 110 130 250 280

～0.40 70 100 130 160 180 210 240

～0.45 70 100

～0.50 60 90 120 150 170

～0.55 50 80 110 140

～0.60 50 80 110

～0.65 50 70

～0.70 50

発

数

160 190 220

130 150 180 200

行
為
前
の
流
出
係
数
（
集
水
面
積
の
平
均
値
）

）この早見表は、

際の対策規模は

計算を行う必要があります。 

 

降雨強度式 別紙－2を参照 

対象面積 1.0ha 

許容放流量 行為前の流出雨水量の最大値 

雨水貯留施設形状 

貯水池は直方体とし、対策規模が最 面積

ものです。また、放流孔は正方形、流量係数

はｃ＝0.65 で算定しています。 

小となるような底

より整理した

 




